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不二製油グループ本社株式会社

「連結注記表」および「個別注記表」ならびに「事業報告の業務の適正を確保するための体制」に
つ き ま し て は 、 法 令 お よ び 当 社 定 款 第 1 3 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（https://www.fujioilholdings.com/）に掲載することにより株主のみなさまへご提供しており
ます。



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　38社
・主要な連結子会社の名称　　　　不二製油株式会社

FUJI OIL ASIA PTE. LTD.
不二（中国）投資有限公司
FUJI SPECIALTIES, INC.
Blommer Chocolate Company
FUJI OIL EUROPE
HARALD INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE ALIMENTOS LTDA

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称　　　株式会社フジサニーライフ
・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、連
結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　　３社
・主要な会社等の名称　　　　　　PT.MUSIM MAS-FUJI

UNIFUJI SDN. BHD.
②　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　株式会社フジサニーライフ
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社大新
・持分法を適用しない理由　　　　各社の当期純損益および利益剰余金等からみて、持分法の対象から除い

ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため持
分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結の範囲および持分法の適用の範囲の変更に関する事項
①　連結の範囲の変更

　トーラク株式会社は当社が保有する全株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しております。
　Blommer Chocolate Company Limited Shanghaiは清算結了したため、連結の範囲から除外しており
ます。
　Grand Heritage Trading Company Limitedは清算結了したため、連結の範囲から除外しております。
　CLEO Holdings B.V.を新設し、連結の範囲に含めております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、不二（中国）投資有限公司、HARALD INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE ALIMENTOS 
LTDA他６社の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては３月31日に仮決算を行っており
ます。
　INDUSTRIAL FOOD SERVICES PTY LIMITEDは決算日が６月30日のため12月31日現在で実施した仮決
算に基づく財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必
要な調整を行っております。
　Blommer Chocolate Company 他６社の会計期間は年52週間で、決算日は５月31日に最も近い日曜日で
す。そのため2021年１月24日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。ただし、連結決
算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
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(5) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．その他有価証券のうち、時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に、その他有価証券のうち、時価
のないものについては移動平均法による原価法によっております。

ロ．たな卸資産の評価は、主として移動平均法による原価法によっております。
（貸借対照表価額は収益性低下による簿価切下げの方法により算定）

ハ．デリバティブの評価は、時価法によっております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　　５年～50年
　　機械装置及び運搬具　　　３年～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は、定額法によっております。なお、自社利用の
ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
　また、顧客関連資産については、効果の及ぶ期間（20年以内）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を計上しております。
ロ．賞与引当金は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
ハ．役員賞与引当金は、役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準について、外貨建金銭債権債務は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産
および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
　重要なヘッジ会計の方法については、繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振
当処理の要件を満たしている場合、振当処理を採用しております。また、金利スワップについては、特例処
理の要件を満たしている場合、特例処理を採用し、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たす金利通
貨スワップについては、一体処理を採用しております。

⑥　のれんの償却方法および償却期間
　のれんの償却については、原則として20年間以内で均等償却しております。
　但し、金額の僅少なものについては発生時に一括で償却しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）により
定額法による費用処理をしております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

ロ．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
ハ．当社および一部の連結子会社は連結納税制度を適用しております。

(6) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
（表示方法の変更）

　当連結会計年度より「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）
を適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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(7)追加情報
　当社は、2020年６月18日開催の第92回定時株主総会決議に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。）を
対象に、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスク
を株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的
として、株式報酬制度を導入しました。本制度にかかる会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社
の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じておりま
す。
①取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という。）が当社株式を取得
し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交
付されるという株式報酬制度です。また、本制度においては、2021年３月31日で終了する事業年度から
2023年３月31日で終了する事業年度までの３事業年度の間に在任する当社取締役に対して当社株式が交付
されます。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己
株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、343百万
円、118千株です。

２．重要な会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。
当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結
計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下の通りです。

のれんの減損損失の認識の要否
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度末の連結貸借対照表におけるのれんの計上額は、25,590百万円です。このうち、Blommer 
Chocolate Company（以下、Blommer）、HARALD INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE ALIMENTOS LTDA
（以下、HARALD）及びINDUSTRIAL FOOD SERVICES PTY LIMITED（以下、INDUSTRIAL FOOD 
SERVICES）ののれんの計上金額は以下の通りです。

会社名 のれん金額(百万円)

Blommer Chocolate Company 19,041

HARALD INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE ALIMENTOS LTDA 5,321

INDUSTRIAL FOOD SERVICES PTY LIMITED 1,206

（2） 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループでは、Blommer、HARALD及びINDUSTRIAL FOOD SERVICESは個社単体をひとつの資産

グループとしてグルーピングを行っております。
のれんに減損の兆候があると認められる場合には、のれんが帰属する資産グループから得られる割引前将来

キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の
結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価
額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損
失として認識されます。

Blommer、HARALD及びINDUSTRIAL FOOD SERVICESの3社については、買収当初の事業計画と実績
に乖離が生じた為、減損の兆候に該当すると判断いたしました。
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減損損失の認識の判断に用いる割引前将来キャッシュ・フローの計算に当たっては、実際の経営成績及び経
営者が承認した5年間の事業計画に基づいております。また、事業計画の見積期間を超える期間の将来キャッ
シュ・フローは、5年目までの事業計画に基づく趨勢を踏まえた一定の成長率(ゼロを含む)に基づき算定して
おります。

減損損失の認識の要否の判断に用いる将来キャッシュ・フローは、経営者が作成した5年間の中期事業計画
を基礎として見積りを行っており、販売数量の拡大見込み等の計画には経営者の判断による高い不確実性を伴
います。そのため、これらの経営者の判断が将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性が
あります。

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 213,587百万円
(2) 有形固定資産の取得価額から国庫補助金、大阪府新規事業促進補助金による圧縮記帳額78百万円（機械装置

及び運搬具78百万円）および、保険差益による圧縮記帳額919百万円（建物及び構築物４百万円、機械装置
及び運搬具915百万円）が控除されております。

(3) 偶発債務
非連結子会社および関連会社の金融機関からの借入に対する債務保証

UNIFUJI SDN. BHD. 2,875百万円 ※１
FREYABADI (THAILAND) CO.,LTD. 467百万円 ※２
FUJI OIL (PHILIPPINES) ,INC. 45百万円

※１ 上記のうち1,076百万円は当社の保証に対し他社から再保証を受けており、723百万円は他社の保証に対
　　 し当社からの再保証を行っております。
※２ 上記のうち233百万円は当社の保証に対し他社から再保証を受けております。
(4) 担保資産および担保付債務

　担保に供されている資産は次のとおりであります。
建物及び構築物 1,847百万円
機械装置及び運搬具 3,146百万円
土地 274百万円
建設仮勘定 1,144百万円

計 6,412百万円
　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 700百万円
長期借入金 2,465百万円

計 3,166百万円
(5) 受取手形割引高

　該当事項はありません。

４．連結損益計算書に関する注記
減損損失

用途 種類 場所 減損損失(百万円)

研究所 建物及び構築物 大阪府泉佐野市 294

基幹システム ソフトウェア 米国 292

東京支社 建物及び構築物等 東京都港区 187

社宅 土地、建物及び構築物等 茨城県守谷市 336

　当社グループは、事業の種類別セグメントを主な基準に独立の最小のキャッシュ・フロー単位に基づき、
資産をグループ化して減損の検討を行っています。
　研究所につきましては、建物の使用停止を意思決定したことに伴い該当する資産の帳簿価額を回収可能額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。減損損失の測定における回収可能
額は使用価値により測定しておりますが、これらの資産はいずれも将来キャッシュ・フローが見込めないた
め、該当する資産の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
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　ソフトウェアにつきましては、一部の海外連結子会社において基幹システムの変更の決定により、現行シ
ステムの使用期間が短縮されることに伴い、帳簿価額を回収可能額まで減額しております。なお、減損損失
の測定における回収可能価額は使用価値により測定しております。
　東京支社につきましては、事務所の移転を意思決定したことに伴い該当する資産の帳簿価額を回収可能額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物177
百万円、その他10百万円であります。減損損失の測定における回収可能額は使用価値により測定しておりま
す。
　社宅につきましては、閉鎖の決定に伴い該当する資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、土地169百万円、建物及び構築物166百万円、
その他０百万円であります。なお、減損損失の測定における回収可能額は、正味売却価額によっております
が、土地については固定資産税評価額に基づく時価により評価しており、建物及び構築物等については売却
が困難であるためゼロと評価し、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 87,569千株 －千株 －千株 87,569千株

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,611千株 118千株 △118千株 1,612千株

　当社は当連結会計年度より、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入し
ております。上記自己株式には、信託口が保有する自己株式を含めております。
　当連結会計年度における自己株式の増加及び減少は、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用い
た株式報酬制度を導入した影響等によるものです。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2020年６月18日開催の第92回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,492百万円
・１株当たり配当額 29.00円
・基準日 2020年 3 月31日
・効力発生日 2020年 6 月19日

ロ．2020年11月６日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,237百万円
・１株当たり配当額 26.00円
・基準日 2020年 9 月30日
・効力発生日 2020年12月 10 日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
2021年６月23日開催予定の第93回定時株主総会において次のとおり決議いたします。

・配当金の総額 2,237百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 26.00円
・基準日 2021年 3 月31日
・効力発生日 2021年 6 月24日

　(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、通貨関連では原則として外貨建債権債務の残高および成約高の範囲内で為替予約取引を
利用することとしております。金利関連では将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、対象と
なる債務の残高の範囲内で金利スワップおよび金利通貨スワップを利用することとしております。また、商
品関連では主として成約高の範囲内でコモディティスワップを利用しております。デリバティブは、後述す
るリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容および当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、取
引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、定期的に信用状況をモニタリングし、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、外貨建営業債権は、為替の変動リスクに晒
されていますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会等に報告されています。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。原料等の輸入に伴う外
貨建営業債務は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしてお
ります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債、長期借入金は主に設備投資や関
係会社株式取得に係る資金調達であります。長期の資金調達の一部は、変動金利であるため金利の変動リス
クに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引および金利通貨スワップ取引）を利用してヘ
ッジしております。
　デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替相場の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約
取引、原材料に係る価格変動リスクに対するヘッジを目的とした商品先物取引、借入金に係る支払金利の変
動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引および金利通貨スワップ取引であります。通常
の営業取引に係る為替予約取引は担当部門ごとに、また、食料の先物取引は原料調達部門において、取引権
限および取引限度額等に関する社内ルールに基づき行っております。ポジション管理はそれぞれの部門ごと
に行っておりますが、経理部門において取引状況、残高および評価損益をチェックする体制をとっておりま
す。なお、全体のポジションについては、定期的に、取締役会等に報告しております。通貨関連、商品関連
および金利関連ともに、取引の契約先は、いずれも信用度の高い大手銀行、商社あるいは取引所会員を相手
として取引を行っているため、契約が履行されないことによる信用リスクは、ほとんどないと判断しており
ます。
　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法
により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。また、「(2) 金融商品の時価等に関する事項」におけ
るデリバティブ取引に関する正味の債権・債務の純額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係
る市場リスクを示すものではありません。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次に含めておりません。（（注2）参照）

(単位：百万円)
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 20,463 20,463 －
（2）受取手形及び売掛金 65,954 65,954 －
（3）投資有価証券 4,438 4,438 －
資産計 90,856 90,856 －

（1）支払手形及び買掛金 28,222 28,222 －
（2）短期借入金 28,502 28,502 －
（3）コマーシャル・ペーパー 10,000 10,000 －
（4）社債 45,000 45,082 82
（5）長期借入金（※1） 47,807 47,561 △245
負債計 159,532 159,369 △163
デリバティブ取引（※2）

①ヘッジ会計が適用されていないもの 177 177 －
②ヘッジ会計が適用されているもの 685 685 －

デリバティブ計 863 863 －
（※1）長期借入金は、１年内返済予定長期借入金を含めております。

 

（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については（　）で表示しております。

（注1）金融商品の時価の算定ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産
(1) 現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
(2) 受取手形及び売掛金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
(3) 投資有価証券

　これらの時価は、取引所価格によっております。
負　債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) コマーシャル・ペーパー

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。
(4) 社債

　当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づいて算定しております。
(5) 長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっております。変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理または金利通貨スワッ
プの一体処理の対象とされており、当該金利スワップまたは金利通貨スワップと一体として処理された元利
金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法に
よっております。

デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引については、取引の対象物の種類ごとに、取引先金融機関
から提示された価格等によっております。なお、金利スワップの特例処理によるものまたは金利通貨スワップ
の一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されるため、その時価は当該
長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（注2）非上場株式等（連結貸借対照表計上額2,973百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産(3) 投
資有価証券」に含めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記
　金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,861円67銭
(2) １株当たり当期純利益 128円14銭

（※1）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
（※2）当社は当連結会計年度より、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用いた株式報酬制度を導

入しております。
「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計
算において控除する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。１株当たり当期純利益
の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当連結会計年度71,123株です。

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10．企業結合等に関する注記
事業分離
１．事業分離の概要

①分離先企業の名称
丸大食品株式会社

②分離した事業の内容
連結子会社：トーラク株式会社
事業の内容：乳加工食品の製造販売

③事業分離を行った主な理由
当社グループは、世界的な人口増加、健康志向の拡大、高齢化への対応といった社会が直面する課題を

植物素材を用いた食の力で解決する“Plant-Based Food Solutions”を掲げており、中期経営計画
「Towards a Further Leap 2020」において、成長戦略を推進し、大きく変化する市場を捉え、成長す
る市場・強みを発揮できる市場に展開を図っております。

トーラク株式会社は、チルドカップデザート、神戸を代表するお土産の一つとして多くの皆さまに愛さ
れております「神戸プリン」やホイップ済みクリームとしてトップシェアを誇る「らくらくホイップ」な
どの知名度の高いブランドや商品を保有し事業活動を行っておりますが、同社の日本市場における更なる
発展、当社グループのコアコンピタンス強化の更なる追求のため、株式譲渡契約書を締結いたしました。

④事業分離日
2020年７月１日

⑤法的形式を含むその他取引の概要に関する事項
受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

２．実施した会計処理の概要
①移転損益の金額

451百万円
②移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流　動　資　産　　　1,786百万円
固　定　資　産　　　3,838百万円
資　産　合　計　　　5,625百万円
流　動　負　債　　　2,710百万円
固　定　負　債　　　　492百万円
負　債　合　計　　　3,202百万円
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③会計処理
当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却価額との差額を移転損益として認識しております。

３．当連結会計年度に係る連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額
売　上　高　　　　　　　　　　　　1,376百万円
営　業　利　益　　　　　　　　　　△101百万円

11．その他の注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法によっております。
また、その他有価証券のうち、時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を、その他有価証券のうち、時価のな
いものについては移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブの評価は、時価法によっております。
(2) 固定資産の減価償却の方法について

有形固定資産の減価償却の方法は定額法によっております。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の一括償却資産については、法人税法の規定に基づき３年間で均
等償却しております。

(3) 外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準について、外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(4) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
③　役員賞与引当金は、役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
④　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。
(5) ヘッジ会計の方法については、繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当処理の

要件を満たしている場合、振当処理を採用しております。また、金利スワップについては、特例処理の要件
を満たしている場合、特例処理を採用し、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たす金利通貨スワッ
プについては、一体処理を採用しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
②　連結納税制度を適用しております。
③　当事業年度より「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）

を適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。
④　当社は、2020年６月18日開催の第92回定時株主総会決議に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。）

を対象に、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変動による利益・リ
スクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めること
を目的として、株式報酬制度を導入しました。本制度にかかる会計処理については、「従業員等に信託を通
じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準
じております。

　　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という。）が当社株式を取得
し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交
付されるという株式報酬制度です。また、本制度においては、2021年３月31日で終了する事業年度から
2023年３月31日で終了する事業年度までの３事業年度の間に在任する当社取締役に対して当社株式が交付
されます。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

　　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己
株式として計上しております。当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、343百万円、
118千株です。
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２．重要な会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業年
度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす
リスクがある項目は以下の通りです。

関係会社株式の評価
（1） 当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度末の貸借対照表における「関係会社株式」の計上金額は、182,410百万円です。このうち超過
収益力を反映して取得し時価を把握することが極めて困難と認められる関係会社株式としてINDUSTRIAL 
FOOD SERVICES PTY LIMITED（以下、INDUSTRIAL FOOD SERVICES）株式 が2,179百万円含まれてお
ります。

（2） 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　非上場の関係会社に対する投資等、時価を把握することが極めて困難と認められる株式の評価において、会
社の超過収益力を反映して株式を取得した場合は、その後、超過収益力が減少したために実質価額が著しく低
下したときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、評価損が認識されます。当事
業年度末におけるINDUSTRIAL FOOD SERVICESに対する投資の実質価額の算定にあたっては、会社の純資
産額に超過収益力を加味しております。当社はINDUSTRIAL FOOD SERVICESの将来事業計画に基づき、超
過収益力の減少はないと判断しており、実質価額の著しい低下はないと判断し、評価損を認識しておりませ
ん。
　上記の将来事業計画においては、新規顧客との取引拡大等の施策による販売数量の増加を主要な仮定として
織り込んでおります。こうした施策の効果の予測は、経営者の判断による高い不確実性を伴い、実質価額の算
定の見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 10百万円
(2) 担保に供している資産

　該当事項はありません。
(3) 偶発債務

関係会社における金融機関からの借入に対する債務保証
Blommer Chocolate Company 11,071百万円
FUJI OIL EUROPE 5,023百万円
FUJI VEGETABLE OIL, INC. 3,952百万円
UNIFUJI SDN. BHD. 2,875百万円※１※２
FUJI GLOBAL CHOCOLATE (M) SDN. BHD. 1,682百万円
FUJI OIL（THAILAND）CO., LTD. 584百万円
HARALD INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE 
ALIMENTOS LTDA

583百万円

INDUSTRIAL FOOD SERVICES PTY LIMITED 553百万円
FREYABADI（THAILAND）CO., LTD. 467百万円※１
不二製油（肇慶）有限公司 304百万円
天津不二蛋白有限公司 218百万円
FUJI OIL（PHILIPPINES）, INC. 45百万円

取引保証
株式会社フジサニーフーズ 20百万円

※１ 上記の債務保証に対して、他社から再保証を受けている金額は以下のとおりであります。
UNIFUJI SDN. BHD. 1,076百万円
FREYABADI（THAILAND）CO., LTD. 233百万円

　　　※２ 上記の債務保証のうち、当社が再保証を行っている金額は以下のとおりであります。
UNIFUJI SDN. BHD. 723百万円

(4) 受取手形割引高
　該当事項はありません。

－ 11 －



(5) 関係会社に対する金銭債権、債務
①　短期金銭債権 24,128百万円
②　長期金銭債権 2,022百万円
③　短期金銭債務 2,655百万円
④　長期金銭債務 0百万円
(6) 親会社株式の各表示区分別の金額

　該当事項はありません。

４．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

①　営業収益 7,259百万円
②　営業費用 1,194百万円
③　営業取引以外の収益 354百万円
④　営業取引以外の費用 0百万円
(2) 減損損失

用途 種類 場所 減損損失(百万円)

社宅 土地 茨城県守谷市 169

　当社は、事業の種類別セグメントを主な基準に独立の最小のキャッシュ・フロー単位に基づき、資産をグ
ループ化して減損の検討を行っております。
　上記資産につきましては、閉鎖の決定に伴い該当する資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、減損損失の測定における回収可能額は、正味売
却価額によっており、固定資産税評価額に基づく時価により評価しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,611千株 118千株 △118千株 1,612千株

　当社は当事業年度より、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入しており
ます。上記自己株式には、信託口が保有する自己株式を含めております。
　当事業年度における自己株式の増加及び減少は、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用いた株式
報酬制度を導入した影響等によるものです。
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６．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式評価損 2,157百万円
会社分割に伴う子会社株式 442百万円
減損損失 95百万円
関係会社貸倒引当金 136百万円
賞与引当金 65百万円
上場株式評価損 29百万円
未払事業税 29百万円

　その他 419百万円
繰延税金資産小計 3,376百万円

評価性引当額 △2,874百万円
繰延税金資産合計 502百万円

繰延税金負債との相殺 △502百万円
繰延税金資産の純額 －百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 725百万円
買換資産積立金 132百万円
その他 10百万円

繰延税金負債合計 868百万円
繰延税金資産との相殺 △502百万円

繰延税金負債の純額 366百万円
(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △19.9％
交際費等一時差異でない項目 2.7％
住民税均等割額 0.2％
評価性引当額 9.0％
その他 2.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.7％
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社および関連会社等

属　性 会社等の名称 資 本 金 又 は
出 資 金

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割 合

 

(％)
(注１)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 不二製油
株式会社 500百万円

地域統括、食用油脂、製
菓 製 パ ン
原 材 料、大 豆 た ん 白
製 品 の 製 造 ・ 販 売

100.0
資金の援助
役員の兼任

動産等の賃借

営業収益 4,945 未収入金 389

賃借料
（注２） 793 － －

短期貸付金
の回収 5,479

短期貸付金 19,558
資金の貸付
(注３) 9,558

利息の受取
(注３) 83 － －

子会社
Blommer
Chocolate
Company

US＄19千
チョコレート
製品の製造・販
売、ココア豆加
工 事 業

100.0 資金の援助
役員の兼任

利息の受取
(注３) 147 － －

債務保証
(注４) 11,071 － －

短期貸付金
の回収 6,201 － －

子会社
FUJI 

VEGETABLE 
OIL, INC.

US＄101,500
千

食用油脂の
製造販売

2.1
(100.0) － 債務保証

(注４) 3,952 － －

子会社
FUJI
OIL

EUROPE
EUR17,900千

食用油脂、チョ
コレート製品
の製造・販売

99.3
(100.0) － 債務保証

(注４) 5,023 － －

関連会社 UNIFUJI
SDN. BHD. RM60,000千 食用油脂の製

造・販売
－

(50.0) － 債務保証
(注４) 2,875 － －

（注１）「議決権等の所有（被所有）割合」欄の（　）は間接所有も含めた議決権等の所有割合です。
（注２）賃借料の支払については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。
（注３）資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受

け入れておりません。
（注４）債務保証は銀行借入に対するものであり、取引金額は2021年３月31日現在の残高であります。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,463円49銭
(2) １株当たり当期純利益 35円11銭

（※1）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
（※2）当社は当事業年度より、当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入し

ております。
「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計
算において控除する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。１株当たり当期純利益
の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当事業年度71,123株です。

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10．連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。

11. その他の注記
　該当事項はありません。
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事業報告の業務の適正を確保するための体制
　当社は、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の整備とその適切
な運用に努めております。当事業年度における当該体制の基本方針および運用状況の概要は以下
のとおりであります。

１　取締役および使
用人の職務の執
行が法令および
定款に適合する
ことを確保する
ための体制

【基本方針】
 

１）取締役および使用人は、2015年10月のグループ本社制への移行に際し、従来の「経営
基本方針」の基本精神を承継しながらも、我々の使命、目指す姿、行動する上で持つべ
き価値観、行動原則を明文化した「不二製油グループ憲法」を策定し、これに則り行動
する。

２）当社は、取締役会の任意の諮問機関として「指名・報酬諮問委員会」を設置し、役員選
任および役員報酬決定のプロセスの透明化を図るものとする。

３）当社において「不二製油グループ憲法」の行動原則、法令違反、コンプライアンスに反
する行為があり、職制を通じての是正が機能しない場合は、使用人は「内部通報制度」
により通報する。この場合、通報することにより不利益がないことを確保する。また、
「内部通報規程」を定め、外部の弁護士が「通報窓口」を担当することにより、運用面
での実効性を図る。また、海外のグループ会社に対しては、多言語対応の通報窓口（名
称：コンプライアンス・ヘルプライン）を設置し、不二製油グループ全体でのコンプラ
イアンス体制の強化を図る。

４）当社は、違法な勢力とは接触を持たず、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的
勢力には、毅然とした態度を貫くことを基本とする。

５）当社は、内部監査部門として内部監査グループを設置する。内部監査グループは、法
令、定款、社内諸規程の遵守状況につき、内部監査を実施し取締役会に結果を報告す
る。

【運用状況】
１）我々の使命、目指す姿、行動する上で持つべき価値観、行動原則を明文化した「不二製

油グループ憲法」を全グループに浸透させるため、研修を通じての啓発や社内イントラ
への掲示、さらに経営陣による方針表明などあらゆる機会を捉え「不二製油グループ憲
法」の浸透活動を継続しております。

２）2015年10月より役員選任および役員報酬決定のプロセスの透明化を図る「指名・報酬
諮問委員会」を設置し、今期は16回開催しております。社外取締役である上野祐子氏
を委員長として、社外取締役である三品和広氏、西秀訓氏、代表取締役社長および人事
担当役員の計５名の委員、ならびに社外監査役である池田裕彦氏をオブザーバーとし
て、役員候補者の選定や役員報酬について審議・検討を行っております。

３）当社グループでは、コンプライアンスの推進のため、コンプライアンスをテーマとする
集合研修、eラーニングによるコンプライアンス教育、コンプライアンスに関する意識
調査を実施する他、コンプライアンス・ポータルサイトを運用し、取締役および従業員
への企業倫理および社内ルールの教育活動を行っております。また、内部通報体制とし
て、国内では外部の弁護士が「通報窓口」を担当する「社内通報制度」および海外のグ
ループ会社に対しては、多言語対応の通報窓口（名称：コンプライアンス・ヘルプライ
ン）を設置し、不二製油グループ全体でのグローバル・コンプライアンス体制を整備し
ております。

４）当社および当社グループ会社は反社会的な勢力とは一切接触を持たず、毅然とした態度
を貫くことを基本方針としており、取締役および全社員に周知しております。

５）内部監査を行う内部監査グループは、毎期、内部監査計画を策定し、当社および国内外
のグループ子会社について各種監査を実施しています。

２　取締役の職務の
執行に係る情報
の保存および管
理に関する体制

【基本方針】
　当社は、法令で定める法定文書の他、職務執行に係る重要な情報が記載された文書（電磁
的記録を含む）を、「文書管理規程」「情報管理基本規程」その他社内規程の定めるところ
により、適切に保存および管理する。
【運用状況】
　取締役会関連文書並びに取締役の職務の執行に関わる文書は、法令および社内規程に基づ
き保存年限および所轄部署等を定めて適切に管理しています。
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３　損失の危険の管
理に関する規程
その他の体制

【基本方針】
　当社は経営陣が認識するリスク、マテリアリティマップ、不二製油グループ各社のリスク
マップなど、グループを取り巻く環境を踏まえた情報ソースをリスクマネジメント委員会が
統括し、経営会議において全社重要リスクを選定し、対応策の立案、実施、進捗確認、評
価・改善等を行い、全社重要リスクの管理を行う。また、経営会議におけるそれらの検討・
対応内容は年に1回以上、モニタリング機関である取締役会に報告を行う。なお、危機発生
時にはグループ全体に対する影響の重大さに応じて、グループ各社の社長を本部長とする緊
急対策本部を設置し、迅速な対応を行う。
【運用状況】
　当事業年度においては、全社リスクマネジメント体制を構築し、新型コロナ対策を含めた
全社重要リスクを選定、対応策の策定を実施しました。次事業年度も引き続き全社リスクマ
ネジメント体制を機能させていきます。

４　取締役の職務の
執行が効率的に
行われることを
確保するための
体制

【基本方針】
１）当社は、意思決定の迅速化のため職務分掌および職務権限に関する社内規程を整備し、

権限と責任を明確にするとともに、重要事項については、原則として毎月２回開催され
る社長および執行役員を主なメンバーとする経営会議での審議を踏まえて社長および
取締役会の意思決定に資するものとする。

２）取締役会規則を定め、原則月１回開催される取締役会において、経営に関する重要事項
について決定を行うとともに、職務の執行状況のモニタリングを行う。

３）当社は、中期経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、取締
役ごとに業績目標を明確にする。

４）当社は、営業成績の進捗状況を的確、タイムリーに把握するための管理会計システムを
整備し、この実践的運用を通じ、変化に対しスピーディーに対処する体制を構築する。

【運用状況】
　当社グループは、意思決定の迅速化と効率的なグループ経営の推進のため、純粋持株会社
体制を採用し、経営の監督と執行の分離を推進することにより、グループ全体としての経営
管理強化と地域統括会社への権限委譲に取り組んでおります。
　当社は、当社グループにおける一定額以上の投資案件の審議のため、事業投資審査会を適
時開催するとともに、重要な案件については当社取締役会にて決議を行っております。
　当社は、取締役会の実効性および客観性を高め、更なるガバナンスの向上を図ることを目
的として、第三者機関のアンケートおよびインタビューによる評価方法を採用し、その結果
を取締役会にフィードバックし、改善策を検討しております。

５　当社およびその
子会社から成る
企業集団におけ
る業務の適正を
確保するための
体制

【基本方針】
１）当社は「不二マネジメント規程」を定め、グループ会社への統括事項やそれらの主管部

門・責任者を規定する。当社は、グループ会社に対し、「決裁権限基準及び運用規程」
に定める重要項目については当社の承認を得、報告を行うことを義務付ける。

２）当社は、グループ会社の経営に責任と権限を持ち、グループ会社に対し「不二製油グル
ープ憲法」その他不二製油グループ方針・規程が適切に実施されるよう助言指導すると
ともに、グループ会社全体のリスクおよびコンプライアンスを管理するため、企業規模
や組織体制等に応じた適切なリスク管理体制およびコンプライアンス体制を構築す
る。

３）内部監査グループ（内部監査部門）および監査役は、連携してグループ会社の業務の適
正を監査し、是正が必要な場合には助言、勧告を行うとともに、内部監査グループは監
査結果を取締役会に報告する。

４）当社は、「不二マネジメント規程」および他関連規程により、当社グループにおける職
務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その他組織等に関する基準を定め、子会社
にこれに準拠した体制を構築させる。
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５　当社およびその
子会社から成る
企業集団におけ
る業務の適正を
確保するための
体制

【運用状況】
　「不二製油グループ憲法」の趣旨の共有化、多言語対応の内部通報・相談窓口制度を導入
し、さらに、グループ全体にわたって、コンプライアンス、情報セキュリティに関わるeラ
ーニングを実施しました。その他コンプライアンス研修を開催する等して、当社グループ全
体のコンプライアンス体制の構築を図っております。
　内部監査グループ（内部監査部門）は、当社およびグループ会社の内部監査結果ならびに
業務の適正に関する提言について適時取締役会に報告を行いました。

６　監査役の職務を
補助すべき使用
人に関する事項

【基本方針】
　監査役は、必要に応じて監査役業務を補助する使用人をおくことができる。監査役の補助
使用人は、業務の独立性や効率性の観点から専任であることが望ましいが、他部門との兼務
者を監査役の補助人とすることがある。この場合、当該使用人の監査役の補助人としての業
務に係る能力考課・業績考課は監査役が行い、また、当該使用人の異動には監査役の同意を
必要とする。
【運用状況】
　監査役の職務を補助する使用人をおき、監査役の指揮に基づき監査役の職務を支援してお
ります。
　監査役の職務を補助すべき使用人には、専任の使用人が望ましいと考えておりますが、現
時点では業務執行部門との兼務使用人が従事しております。また、当該使用人の人事考課・
異動・処遇等の独立性に関連する事項については監査役の同意を得ております。

７　監査役への報告
に関する体制

【基本方針】
１）監査役は取締役会のほか、経営会議、その他の重要な会議に出席し、取締役等からその

職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。
２）取締役は、以下の事項につき速やかに監査役に報告する。

① 会社の信用を大きく低下させた、またはさせる恐れのあるもの
② 会社業績に大きく悪影響を与えた、または与える恐れのあるもの
③ 法令・定款又は「不二製油グループ憲法」に反し、その影響が重大なもの、または
その恐れがあるもの
④ その他上記に準じる事項

３）取締役および使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅速かつ的確に対応する。
４）当社グループの役職員は、当社監査役から業務執行に関する報告を求められた場合に

は、速やかに適切な報告を行う。
５）当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告

をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループ役
職員に周知徹底する。

６）当社は、内部通報（対象地域：日本）およびコンプライアンス・ヘルプライン（対象地
域：日本以外）の通報内容については、直接的又は間接的に常勤監査役に報告を行う。

【運用状況】
　当社監査役全員は、当事業年度に開催した全16回の取締役会（定時および臨時）に全て
（在任期間中）出席しております。また、経営会議等重要な会議にも出席しております。
　取締役の職務の執行状況については、原則月１回の代表取締役の面談のほか、業務執行取
締役と面談をしております。
　当社および当社グループ会社の取締役および使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅
速かつ的確に対応しております。
　当社監査役会は、当社および当社グループ会社（海外を含む）に、電話回線又はインター
ネット等を経由した手段も活用しながら監査を行っており、取締役、監査役および使用人に
より必要な報告を受けております。
　当社は、国内、海外において内部通報システムを整備しております。通報内容について
は、客観性、独立性の視点内容の如何に関わらず常勤監査役に報告を行っており、その状況
については適宜、監査役会にて報告を行っております。
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８　その他監査役の
監査が実効的に
行われることを
確保するための
体制

【基本方針】
１）監査役は、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、また必要に応じ

て取締役、使用人にその説明を求めることができる。
２）監査役は、代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査グループ（内部

監査部門）、会計監査人との連携を図り、適切な意思疎通および効果的な監査業務の遂
行を図る。

３）監査役会は、独自意見を形成するため必要あるときは、その判断で外部専門家を起用す
ることができる。

４）当社は、監査役がその職務の執行に関して、当社に対し、会社法第388条に基づく費用
の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求にかかる費用ま
たは債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当
該費用または債務を処理する。

【運用状況】
　当社監査役会は、社外監査役２名を含む監査役４名で構成されています。監査役会は原則
として月次で開催し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議・決議を行ってお
ります。
　また、監査役は経営会議等重要な会議に出席するほか、海外グループ会社を含む子会社往
査の実施、内部監査グループとのミーティングおよび監査活動での協働、会計監査人とのミ
ーティング、監査役・内部監査部門・会計監査人による連携により、監査の実効性向上に努
めております。

９　財務報告の適正
性を確保するた
めの体制

【基本方針】
　財務報告の適正性の確保および金融商品取引法に規定する内部統制報告書の有効かつ適
切な提出の目的のため、内部統制システムが適正に機能することを継続的に評価し、改善を
図る。
【運用状況】
　内部監査については、内部監査グループが当社および当社グループ会社を対象として、財
務報告に係る内部統制を含めた内部統制システム・プロセスの整備、運用状況を監査してお
ります。内部監査の結果については、当社および国内事業会社を統括する不二製油株式会社
の取締役会および経営会議、また監査役および関連部署へ報告するとともに、直接課題提
起、改善提案を行うことで、内部統制システムの向上に努めております。
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